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研究成果の概要（和文）：新型コロナ感染症拡大の影響から、計画を変更せざるを得なかった。国内調査に関し
ては、岡山市内のSGH指定校について、その実践の成果を分析する方法を考察した。海外調査については、中国
の香港メトロポリタン大学や韓国のソウル教育大学校の研究者及び大学院生とグローバル・シティズンシップ教
育に関する研究交流を行った。海外への渡航が可能になってからは、研究代表者が所属する岡山大学と関係のあ
る韓国のソウルにある国連のアジア太平洋国際理解教育センター（APCEIU）において、日本の教員志望の学生が
グローバル・シティズンシップ教育に関する長期・短期の研修を受け、どのような成長が見られるかに関する調
査を行なった。

研究成果の概要（英文）：Due to the impact of the spread of the new corona infection, the original 
plan had to be drastically changed. With regard to the domestic survey, we considered how to analyze
 the results of the practice in the SGH-designated schools in Okayama City. With regard to overseas 
research, we conducted research exchanges on global citizenship education with researchers and 
graduate students from Metropolitan University of Hong Kong in China and Seoul National University 
of Education in South Korea. When overseas travel became possible, a survey was conducted at the 
United Nations' Asia-Pacific Centre for Education on International Understanding (APCEIU) in Seoul, 
South Korea, which is related to Okayama University, to which the principal investigator belongs, on
 how Japanese pre-service teacher students developed after receiving long-term and short-term 
training in global citizenship education. 

研究分野： 社会科教育

キーワード： 主権者教育

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本事業の学術的な成果としては、課題探究学習に取り組む高等学校の実践を、生徒や教師を対象とする調査から
明らかにしたことである。第三者がデータを収集し、独自の視点を設定して、客観的に分析・評価した本事業に
よる成果には、従来の研究では明らかになっていなかった課題探究学習の新たな意味を見出すという意味があっ
た。また、海外の大学や教育機関と連携をして、プログラムの実施や検証を行なったことも、本研究の独自性で
あり、本研究の成果を国外にアピールした。今後は、構築したネットワークを活用して、シティズンシップ教育
に関する国際比較研究を一層推進し充実を図ることが期待される。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
本研究の学術的・社会的背景は以下の通りである。 
2014 年６月に内閣府によって発表された「我が国と諸外国の若者の意識に関する調査」は、

日本の若者の政治への関心が他国に比べて低いことを明らかにした。また、自ら政治に関与しよ
うという意識も低く、社会参画への意欲を高めることが重要な教育課題であることが再認識さ
れた。しかし、その一方で、2015 年の公職選挙法改正により 18 歳選挙権時代が到来して以降、
若者自身が他の若い世代に投票を呼びかける活動が各地で注目されるようになり、そのような
若者の政治参加活動は、メディアにも頻繁に取り上げられるようになった。「政治には無関心」
という一般的な見方を覆すような若者の姿が見られるのも、また事実である。このような状況を
ふまえ、地域社会と学校をつなぎ効果的に主権者教育を展開すること、それが可能な学校を作っ
ていくことが、我が国の教育改革にとって喫緊の課題となっていると考えた。 
地域社会と学校の連携に関する研究としては、早くからそれに取り組んでいた唐木清志のも

のがある。唐木はアメリカのサービス・ラーニングに注目をして日本型の社会参加学習論を展開
した（唐木 2008、2010）。また、社会科と社会参加学習の接点をより明らかにする研究も報告し
ている（唐木 2010、2016）。唐木の研究は、社会参加学習の一つの到達点を示しているが、18
歳選挙権時代を迎えて、主権者育成と、新学習指導要領で求められている社会に開かれた教育課
程を実現するという観点から、社会参加学習の原理を主権者教育に応用し、両者の融合から学校
改革を進めていくこと、そのための教育課程だけではなくそれを運用するシステムや教員に求
められる資質など学校改革をトータルに進めるための方法を明らかにすることが学術的な観点
からも求められるようになってきていた。 
また、グローバル・シティズンシップ教育に関して、文部科学省は、国際的に活躍できる人材

の育成を目指して 2014 年からスーパーグロバルハイスクールの指定を行っていた。全国で 100
以上の高等学校がこれまで SGH に選ばれて、語学力のみならず、グローバルな社会の課題に対
する解決力などを身に付ける教育を、海外との連携を核にしたカリキュラムを開発していた。 
 ユネスコは、グローバル・シティズンシップの育成を、教育の優先分野の一つに挙げて取り組
みを行っており、国際レベルで積極的な役割を担うことができる人材の育成を目指していた。特
筆すべきは、そのような人材には国際レベルだけではなく、地域レベルでの活躍も期待されてい
たことであった。地域と世界をつなぎ、世界的視野から物事を考え判断しながら、地域社会の一
員として活躍できる人材の輩出が目指されていたのである。 
 シティズンシップ教育については、当時、研究が盛んになってきていたが、グローバル時代を
背景としたその原理や方法についての研究が、特に注目されるようになってきていた（池野範男
2014、水山光春 2009、藤原孝章 2006）。 
申請者は、平成 23 から 25 年度まで「社会系教科における発達段階をふまえた小中高一貫有

権者教育プログラムの開発研究」（基盤研究(Ｂ)）に取り組み、日本の子どもの発達の特質をふま
えた有権者教育プログラムを開発し、学会等で報告した。そして、平成 26 年度から４年間の計
画で「地域づくりの担い手育成を目指した社会科主権者教育プログラムの開発・実践」（基盤研
究(Ｂ)）に取り組んだ。また、平成 28 年度から「主権者育成を視点とした学校改革の推進―中
高一貫カリキュラムの作成を通して―」（挑戦的研究（萌芽））に取り組んでおり、主権者教育プ
ログラムの開発と学校改革の研究に取り組んでいる。これらのプロジェクトを通して、本研究を
着想するに至った。 
 
２．研究の目的 
 本研究課題の核心となる問いは、以下の通りである。 
・地域と世界をつなぐ主権者教育に取り組み成功している学校は、システム、教育課程、教員の  
資質についてどのような改善を行っているか。 

・地域社会とグローバル社会の両方で活躍できるグローカルなシティズンシップとは何か。それ  
を育成し得る主権者教育はどのような原理と方法に基づいているか。 

・学校改革に資する主権者教育プログラムを運用するにはどうすれば効果的に運用できるのか。 
本研究は、主権者教育に積極的に取り組んでいる学校の中でも成功例とされるところを抽出

し、それらを調査したうえで、共通してみられる教育システム、教師、生徒の特質を明らかにし、
主権者教育を通した学校改革の原理や方法を具体的なプログラム開発を通して提案しようとす
るものである。その際に分析の視点とするのが、グローカル（glocal）なシティズンシップとい
う概念である。グローカルとは、地球市民(global)としての自覚を持ちつつ地域社会（local）の
一員としても活躍できることである。以上をふまえて本研究の目的を、以下の４点とした。 
・地域と世界を繋ぐ主権者教育に取り組んでいる学校を全国に共通してみられる特質を解明す 
ること 

・主権者教育の目標としてグローカルなシティズンシップ概念とその育成原理を解明すること 
・以上をふまえて、地域と世界を繋ぐ人材育成を目指した主権者教育プログラムの原理と方法を 
解明し、実際にプログラムを開発すること 

・開発した主権者教育プログラムを実際の学校に適用し運用のシステムや方法を解明すること 
 
３．研究の方法 
 本研究は、具体的には下記のような方法で進める予定であった。 



・地域と世界をつなぐ主権者教育に取り組み成功している全国の学校の中から、成功事例として  
位置付けられ得る学校を抽出し、それらの学校を、システム、カリキュラム、教師と生徒とい  
う観点から調査・分析し、成功の要因を解明していく。 

・国内外のグローバル・シティズンシップに関する研究成果を分析するとともに、取り上げた学 
校の海外での取り組みや、海外でグローバル・シティズンシップの育成に取り組んでいる学校  
を調査し、日本国内の主権者教育研究の成果の分析と合わせて、本研究のテーマであるグロー 
カルなシティズンシップの概念を解明するとともに、その育成原理と方法を考案する。 

・上記の原理と方法に基づいて作成した教育プログラムを特定の学校に適用し実践する。その成 
果を分析し、効果や実践上の課題を明らかにする。 

 具体的には下記のようなスケジュールで進める予定であった。 
2019 年度：調査のためのフレーム・ワーク構築及び対象校の抽出・調査 
2020 年度：対象校とその海外での取り組みの調査及びシティズンシップ概念の研究 
2021 年度：調査の成果に基づくグローバル・シティズンシップ概念の明確化とその育成を目指
した主権者教育プログラムの設計 
2022 年度：対象校での主権者教育プログラムの実践とその効果や実践上の課題の解明 
 2019 年度と 2020 年度は調査に充てる予定であった。国内の学校の調査を中心に行うが、その
学校の海外での取り組みや、シティズンシップ概念の研究、開発するプログラムの海外での取り
組み内容の準備のために海外調査も予定していた。2021 年度からプログラムの開発を行い、2022
年度のプログラム実践のための準備にも取り掛かる計画であった。2022 年度にプログラムを実
施し、運用上の課題と、その年度内に検証可能な効果を確認することにしていた。計画は以上の
通りであったが、新型コロナ感染症拡大によって緊急事態宣言が発出されるなどしたため、予定
通り研究計画を進めることができず、2023 年度まで計画を延長し、当初予定していた目標をで
きる限り達成するように努めた。 
 
４．研究成果 
 新型コロナ感染症拡大の影響から、当初の計画を大幅に変更せざるを得なかったが、そのよう
な状況においても、できるだけ当初予定していた達成目標に近付くように事業を遂行した。 
 国内調査に関しては、日本の SGH 指定校のカリキュラムの調査を行うとともに、その成果を調
査するための方法について検討をした。特に、岡山市内の SGH 指定校について、その実践の成果
を分析する方法を考察した。また、日本国内で、グローバル・シティズンシップ教育に力を入れ
ている学校の情報収集を行い、それらの学校のカリキュラムや教育実践を分析・評価する方法に
ついて検討した。さらに、ローカルな課題探究に取り組む日本国内の高校の取組を調査した。 
事業開始直後は、海外渡航ができなかったため、海外調査については、オンラインによる会議

の実施のみにとどまった。香港教育大学や韓国の誠信女子大学校の研究者及び大学院生とグロ
ーバル・シティズンシップ教育に関する研究交流を行った。その成果については、モンゴル教育
大学が開催した国際学会や、韓国の大学が中心になって行った国際シンポジウムにおいて報告
した。 
海外への渡航が可能になってからは、研究代表者が所属する岡山大学と関係のある海外の教

育機関において、実態調査等を行なった。岡山大学と連携協定を結んでいる韓国のソウルにある
国連のグローバル・シティズンシップ教育の拠点であるアジア太平洋国際理解教育センター
（APCEIU）において、日本の教員志望の学生がグローバル・シティズンシップ教育に関する長期・
短期の研修を受け、どのような成長が見られるかに関する調査を行なった。スロベニア共和国の
リュブリャナ大学で行われた両大学主催の ESD 研究に関する事業に参加し、リュブリャナ大学
の研究者や大学院生と、シティズンシップ教育、特に、ESD に関わる研究交流を行なった。また、
ノルウェーのインランドノルウェー応用科学大学において行われた両大学主催の ESD に関する
国際会議においても報告を行なった。 
事業の成果については、上記に記した学術雑誌への投稿や学会での発表の他に、社会系教科教

育学論叢』等に成果報告を行なった。同報告の中では、シティズンシップ教育としての論争問題
学習のプログラムを開発・実践し、プログラムを通して学習者の意見がどのように変容したかを、
大学生に対する実験授業を通して検証した。結果として、指導者からの働きかけによって他者と
の調整によって自分の意見を修正していく者がいる一方で、問題によっては自分の意見を変え
ることなくより強固なものとする者がいることが明らかになった。 
 本事業の学術的な成果としては、課題探究学習に取り組む高等学校の実践を、生徒や教師を対
象とする調査から明らかにしたことである。これまで、このような学習の成果については、当事
者である実施校の教員等の手による報告書によって公表されていた。そこでは、当時者ならでは
の詳細なデータに基づく考察がなされている。しかしながら、当事者であるだけに評価に一定の
バイアスがかかっていることは否定できない。そこで、第三者がデータを収集し、独自の視点を
設定して、客観的に分析・評価した本事業による成果には、従来の研究では明らかになっていな
かった課題探究学習の新たな意味を見出すという意味があった。また、海外の大学や教育機関と
連携をして、プログラムの実施や検証を行なったことも、本研究の独自性であり、本研究の成果
を国外にアピールした。それによって、今後、シティズンシップ教育に関して、韓国の APCEIU
や誠心女子大学校、ソウル教育大学校、中国の東北師範大学、香港メトロポリタン大学、モンゴ
ルのモンゴル大学などと連携し、東アジアを中心とするシティズンシップ教育研究のネットワ



ークを構築する基盤を構築することができた。今後は、これらの構築したネットワークを活用し
て、シティズンシップ教育に関する国際比較研究を一層推進し、各国の児童・生徒に対するシテ
ィズンシップ教育と、教師に対するシティズンシップ教育研修の充実を図ることが期待される。
さらには、これまで欧米中心であったシティズンシップ教育研究に対して、東アジアから成果を
発信し、アジアの社会的・歴史的文脈をふまえたシティズンシップ教育を発信することができる
と考えている。 
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